
水素エネルギー社会の実現
に向けた地域の役割
九州大学 副学長（産学官連携担当）佐々木一成
（水素エネルギー国際研究センター長、次世代燃料電池産学連携研究センター長、

カーボンニュートラル・エネルギー国際研究所、工学研究院主幹教授）

北海道水素地域づくりプラットフォーム
平成３０年９月２０日
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エネルギーのメガトレンド（流れ）
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出典：経済産業省HP http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/seizou/pdf/006_03_00.pdf
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電気を今後、どのように作るか？

石炭＋天然ガス：発電効率向上
によるCO2排出削減が不可欠

原子力：出力調整できないベース
電源増加（ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ重要）

再エネ：変動する電力の蓄エネ
が課題（蓄電池、水素、揚水）
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パリ協定: 『今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出と吸収
源による除去の均衡を達成』＝CO2排出が実質ゼロの社会へ

（出典：次世代火力発電協議会、2015年6月16日
http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/energy_environment/jisedai_karyoku/pdf/001_01_00.pdf）

国：エネルギー革新戦略（エネルギー白書2016年版）

出典：経済産業省ＨＰ http://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2016pdf/
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再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議（第1回）

（安倍総理、2017年4月11日）

（総理官邸ホームぺージ：http://www.kantei.go.jp/jp/97_abe/actions/201704/11energy.html）
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平成２９年４月１１日、安倍総理は、総理大臣官邸で
第１回再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議に
出席しました。
会議では、再生可能エネルギーの導入加速及び

水素社会の実現に向けた取組について議論が
行われました。
総理は、本日の議論を踏まえ、次のように述べました。

「日本は、世界に先駆けて水素社会を実現させていきます。関係大臣は、政府一体となって
取り組むための基本戦略を年内に策定してください。
特に、２０２０年に４万台規模で燃料電池自動車を普及させるため、水素ステーションの

整備を加速させる仕組みを作るとともに、水素ステーションに関する規制を合理化するため、
海外の規制や国内のガソリンスタンドとの比較も念頭に置いて、総点検をしてください。
生産から輸送、消費に至る国際的な水素サプライチェーンの構築を牽引するのは、大量

かつ安定的な水素需要を生む水素発電です。サプライチェーンの構築と水素発電の本格
導入に向けて、多様な関係者の連携の基礎となる共通シナリオを策定してください。
再生可能エネルギーについては、その導入を一層強力に推進していきます。関係大臣は

連携して、本日決定したアクション・プランを着実に実行してください。」

水素基本戦略（2017年12月26日）

（経済産業省ホームページhttp://www.meti.go.jp/press/2017/12/20171226002/20171226002.html）
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貿易収支：我が国は何で稼ぎ、何に払っているか？
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出典：経済産業省HP http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/seizou/pdf/006_03_00.pdf

「鉱物性燃料」輸入額は、
2017年度：１４兆円！
＝消費税約６％相当の
国費流失。エネルギー
技術開発で削減可能！

「輸送用機器」に依存！
電動化など技術開発重要

水素協議会:水素が世界の脱炭素化の切り札へ

（Hydrogen Council Homepage:http://hydrogencouncil.com/ ）
（トヨタ自動車ホームぺージ：https://newsroom.toyota.co.jp/jp/detail/19712845/）
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水素協議会メンバー：Air Liquide（エア・リキード）、Alstom（アルストーム）、Anglo 
American（アングロ・アメリカン）、BMW Group（BMWグループ）、Daimlar（ダイ
ムラー）、Engie（エンジー）、本田技研工業、Hyundai Motor（ヒュンダイ）、川崎重
工業、Royal Dutch Shell（ロイヤル・ダッチ・シェル）、Linde Group（リンデグルー
プ）、Total（トタル）、トヨタ自動車ほか

CO2排出量削減目標への水素の貢献、2050年までに20％分に達する可能性
ドイツ・ボン - グローバルリーダーがCOP23のためボンで

会合を行う中、Hydrogen Council（水素協議会）の名の下
に様々な業界の18名のリーダーが集結し、世界初となる
水素利用の具体的なビジョン（調査報告）を公表。
（2017年11月13日）
●水素がエネルギー移行の主軸の一つ
●2.5兆ドルに相当するビジネス
●3,000万人以上の雇用を生み出せる可能性
●2050年までに水素利用はエネルギー消費量全体の
約1/5を担うことが可能、CO2の削減量の約20％を担う

●2030年までに1,000万台から1,500万台の燃料電池乗用車、50万台の燃料電池トラック
●他の産業分野、例えば産業上の工程で、原材料、熱源、動力源、発電用、あるいは
貯蔵して等々、様々な利用が想定

●水素技術は持続可能な経済成長を生み出す能力



熱エネルギー変換（燃焼）
（化学エネルギー⇒熱⇒運動⇒電気）

ガソリンエンジン
（Otto cycle, 1876）
【実運転で十数％】

蒸気タービン（Rankin cycle, 1854）

ニューコメンの熱機関
(Newcomen, 1712)
【当時の効率約1％】

（日本機械学会編「熱力学」より引用）

燃料を燃やさずに高効率に使う社会へ

産業革命以来の“エネルギー革命”・エネルギーの“産地直送”！
電気化学エネルギー変換

（化学エネルギー⇒電気）

業務産業用・発電用燃料電池
（三菱日立パワーシステムズ製、九大伊都設置）

【将来、天然ガスで発電効率約70％】

エネファーム
（九大伊都に7台設置）

【家庭で発電効率50%
総合効率約95％】

燃料電池車
（トヨタ製、九大所有、
世界初の大学公用車）

【車両効率65％】

燃料
電池

水素
を介して

燃やさず
に発電！
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燃料電池自動車（東京モーターショー2015&2017）
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ホンダ（Clarity） トヨタ（Lexus）
2015

メルセデス・ベンツ
2017

トヨタ



クルマの電動化の流れ
11

出典：経済産業省HP http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/seizou/pdf/006_03_00.pdf

12

成
長

・
展

開

福岡水素
利用技術
研究開発
特区

福岡水素エネルギー戦略会議
（企業・機関８００超⇒世界最大規模）
・福岡水素戦略
（国際的な「ＩＰＨＥ優秀リーダーシップ賞」受賞）

１５０００ｍ２超の実験研究エリアで、
約３００名が最先端の燃料電池・
水素エネルギー関連研究に従事
（水素脆化、燃料電池、水素物性などの先端
研究で受賞多数）

21世紀COEﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ：
水素機械システム
の統合技術

水素タウン （世界最大規模、
150台の燃料電池が集中設置）

再生可能エネルギー技術展
（水素エネルギーの全体像がわかる

産業界・一般向け技術展）

稲盛フロンティア
研究センター

（世のため、人のための未来科学研究）

（公財）水素エネルギー製品

研究試験センター（福岡県）
（伊都近郊に立地。産業化を支援）

水素エネルギーシステム専攻
（世界初。工学府に平成２２年度新設）

水素先端世界フォーラム
（最先端成果を世界に
発信する国際会議）

水素材料
先端科学研究センター

（水素に触れる材料に関する集中研）

水素エネルギー
国際研究センター

（水素技術インキュべーター）

次世代エネルギー実証施設
（大学発技術を

キャンパス内で実証）

水素ハイウェイ
（九大水素キャンパスから、
全国へ展開）

九大水素プロジェクト：九大の看板プロジェクトに発展
世界トップレベル研究拠点
「カーボンニュートラル・
エネルギー国際研究所」
（低炭素エネルギー分野の
世界トップレベル研究所）

次世代燃料電池
産学連携研究

センター
（ＳＯＦＣ分野の

世界初の
本格的な
産学連携
集中研）

2003 20052004 2006 20082007 2009 2010 2011 2012 2013 2014

センターオブイノベーション
（社会実装のための
イノベーション拠点）

2015 2016
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NEXT-FC：燃料電池分野で世界と戦うイノベーションハブ
(九州大学・次世代燃料電池産学連携研究センター、センター長：佐々木一成 副学長・主幹教授）

材料メーカー
京セラ、TOTO、

日本ガイシ、日本特殊陶業、
日揮触媒化成

システムメーカー
三菱日立パワ－システムズ、
トヨタグループ、日産自動車、

三浦工業、住友精密工業、アイシ
ン精機、アイシン・コスモス研

エネルギー関連事業者
JXTGエネルギー、

東京ガス、西部ガス、
東北電力、九電工,
アサヒグループHD

電池供給

フィード
バック

技術仕様

フィード
バック

システム供給

フィードバック

（2018月9月現在、
手続き中を含む）

NEXT-FC（右半分）

世界最先端
分析設備群
（入居企業が
利用可能）

原子レベル観察 ３次元観察 非破壊観察 最表面観察

（経済産業省・イノベーション 拠点立地
支援事業（H22年度補正）補助）
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●次世代燃料電池分野の世界初の産学連携集中研 「大学内に自社ラボ！」
●機密を守れる企業ラボ。約１５社が入居。産学共創が日々可能に。
●ワンストップ支援：基礎研究から実証までを一貫実施 「困ったら九大へ！」
●大学の多様な最先端技術シ－ズを活用可能 「ドラえもんのポケット！」

燃料電池・水素エネルギ－の研究開発
14

評価手法

中核技術

実証研究

社会実装

要素技術

●原子～デバイス～システムレベルの可視化

●電極触媒・電解質材料・周辺材料
●革新的コンセプト・社会モデル

●燃料電池高効率化・高出力化・高耐久化
●可逆燃料電池（発電+水電解）

●定置用高効率燃料電池システム
●移動体用燃料電池システム
●再エネ水素エネルギーシステム

【将来のあるべき姿へ】
超高効率エネルギ－システム
ゼロエミッションモビリティ
「脱炭素・水素社会」実現

次世代燃料電池
超高効率発電

水素ステーション・
燃料電池自動車



＜実証＞2030年ごろの「水素社会」を伊都で具現化
●大学キャンパスを、再エネも含めたスマート未来社会へ！
●公用車のゼロエミッション化！
●燃料電池による非常用電源確保（安心キャンパス）！
●電力・ガス自由化後のエネルギー未来社会を実現！
●東京五輪・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸで発信するモデル社会の原型に！

（実証実験キャンパス＝

タイムマシンのような
未来の街で大学生が勉強
して社会へ羽ばたく場！）

ガス
電気 水素

次世代燃料電池
超高効率発電

水素ステーション
（水電解で水素を製造）

燃料電池公用車
（トヨタ、ホンダほか）

（燃料電池バス）太陽電池 風力発電機

電力系統
（学内）

水素燃料電池
（水素を電気に変換）

再エネ

（年間使用電力量：日本全体で約1兆kWh、
伊都キャンパスはその約３万分の１）

（写真はイメージ）

燃料電池・水素を使いこなす2030年頃の「水素社会」を
九州大学伊都キャンパスで具現化！

15佐々木一成、日経（全国版）2014年9月24日

革新的高効率
エネルギー
システム

電力

燃料電池

水素

蓄エネ
電力

水素ｽﾃｰｼｮﾝ

ゼロエミッションモビリティ

水電解
（電気で水素製造）

水素

余剰
電力

（効率:80％超）

再生可能
エネルギー

（メガソーラー等）

バイオ燃料
（バイオガス
・消化ガス・

サトウキビ等）

天然ガス等
化石燃料

（SOFC電気自動車）

水素エネルギー
インフラ

（効率:60％超）

水素
バイオ

エタノール

メタン

余剰
電力

電力

（水素FCV）

電気

現状

１０％
（水力
含む）

９０％弱

約０％

COI
将来
目標

５０％
（再エネ
水素

不可欠）

４０％
（超高
効率化
不可欠）

１０％
（SOFC‐EV
不可欠）

【完成目標図】

脱炭素・水素社会実現加速！
これまでどおり快適にエネルギーを使いながら、CO2排出8割減を実現！
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（原子力の導入分、
ＣＯ2排出削減の
ハ－ドル低下）

（トリプルコンバインド、
水素タービン等

を含む）

エネルギー
マネジメント
システム



未来への挑戦：水素インフラ
17

“ベンチマーク”
（既存の水素インフラ）

【水電解電極触媒（Irミクロン粒子）】（市販）
●数ミクロン径で低比表面積＝高価

【水素ステーション（ST）】
●インフラ設置場所が偏在
（企業・自治体が
個別に配置場所
を検討・決定）

商用水素ステーションの
設置場所を赤丸で明示

2017年7月
92基（設置済）
（今年度末までに100基）

“カタログ”
（未来の水素インフラ）

（Anaiほか, ECS 
Trans., 2016）

【水電解電極触媒（Irナノ粒子）】（開発中）
●数ナノ径で表面積1000倍＝価格1/1000

【水素ST最適配置シミュレータ】（実装済）

●人口分布や交通量等のビックデータ活用
で、高価な水素STを最適配置
⇒インフラ投資の効率化
●アドバンスド版を水素ST
合同会社が利活用
●再エネ分布に沿った
再エネ水素
ST配置検討
（開発中）

政府の水素ST整備目標
（20年160基、25年320基、

30年900基）

18

18

「水素社会」実現に向けて：再エネ水素

経済産業省資源エネルギー庁「水素・燃料電池戦略協議会」
第１回CO2フリー水素WG 事務局提出資料（平成28年5月13日）



未来への挑戦：移動体用電源
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“ベンチマーク”
（既存のエコカー）

【ハイブリッド車（HV）】
●本格普及中（最も売れる車種の一つ）
●海外では「ゼロエミッション車」から除外

【燃料電池自動車（FCV）】
●日本主導で市販開始
●航続距離650～700km
●量産技術改良中
●水素STを要増設

【電気自動車（EV）】
●世界的な投資ブーム
●航続距離400km（日産）
●系統電力は化石燃料由来
●高速充電器を要増設

（トヨタ・日産・ホンダHPなどより引用）

“カタログ”
（未来のゼロエミッション車）

【次世代FCV】（要素技術開発中）
●航続距離1000km（触媒高活性化）

●起動停止や負荷変動への耐久性向上
（電位変動に強い担体・触媒・セル開発）
●量産しやすいセル
で量産性向上
（薄型化も可能な
一体型セル）

【燃料電池電気自動車（SOFC-EV）】
（実証車試験中、要素技術開発中）
●バイオエタノールで車上SOFC発電
（EVのカーボンニュートラル化）
●高効率発電でEV航続
距離を>600kmへ
●変動対応・
耐酸化性の金属
集電材使用（開発中）
(https://newsroom.nissan-global.com/releases/160614-01-j?lang=ja-JP)

（東京モーターショー2017（トヨタ））

（日産HP）

研究例：次世代の革新的PEFC電極触媒の開発
20

100 nm
and over

50 nm

0 nm

電極触媒層の高分解能観察

Ionomer

Ionomer

Pt
Carbon

Carbon

Pore

電極触媒層の３次元定量化

コアシェル担体の創製高耐久性Pt/Nb-SnO2電極触媒の創製
（九大佐々木のオリジナル発明で物質特許も取得済み）

Metal oxide 
core

TiO2 shell

core-shell support

Pt catalyst

目標：高性能・高耐久・高出力の次世代燃料電池の開発！



未来への挑戦：定置用電源
21

“ベンチマーク”
（既存のエネファーム）

【家庭用燃料電池「エネファーム」SOFC型】

●世界最高の発電効率
●世界最小の機器本体サイズ
●設置が可能な対象住戸拡大
●コストダウンを実現
●IoT対応サービス
●日本初の余剰電力買取
●高い環境性、経済性実現
●１０年間メンテナンス不要
（＝燃料電池の耐久性の

課題は固体電解質の利用で解決！）

（アイシン精機HP： http://www.aisin.co.jp/cogene/enefarm.html）

“カタログ“
（未来の高効率定置用電源）

【業務産業用燃料電池】（実証済、発売済）
●固体酸化物形燃料電池（SOFC）型
●セルレベルで劣化率0.1%/1000h以下
●20000hの運転実績（2018年8/2に達成、更新中）

●発電効率54.4％LHV（日本機械学会賞）

【革新的高効率システム】（開発中）
●固体酸化物形燃料電池（SOFC）型
●多段化で効率70％超（目標）
●水素イオン電解質利用で80％超（目標）
●新材料システムで10年耐久（将来目標）
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三菱日立パワーシステムズ㈱製 （長崎）
固体酸化物形燃料電池（SOFC）とマイクロガスタービン（トヨタ製MGT）の
複合発電システム（250キロワット級産業用実証機、発電効率55％（LHV））

都市ガス（天然ガス）⇒水素を含むガス⇒電気（＋熱、水素）

●2015年12月に「常時監視」⇒「遠隔監視」の規制緩和実現！
●20,000時間の運転実証に成功！（2018年8月2日達成）
●大学キャンパスが製品開発と実証の場⇒昨年度市販開始！

九大伊都に燃料電池発電所設置・発電中！

日本機械学会賞（技術）受賞！

業務・産業用燃料電池
【市販開始】
●三菱日立パワーシステムズ
●京セラ
●三浦工業
【開発・実証中】
●富士電機
●日立造船
●デンソー
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●燃料電池の多段化と水素イオンが動く固体電解質材料の利用で
発電効率として80%LHVを超える“超高効率”が可能であることを、
理論的に明示。（2015年7月28日、Nature姉妹紙『Scientific Reports』で公開）

目標：世界最高効率の発電システムを創製！世界を圧倒するエネルギーシステムへ！

発
電

効
率

（
%
）

酸素イオン 水素イオン
伝導体使用 伝導体使用

１段構造 ２段構造 ２段構造

松崎（東京ガス）立川（九大）

水素社会への移行イメージ 24

内燃機関＋
化石燃料

燃料電池＋
化石燃料

燃料電池＋
CO2フリー水素

水素利用社会
（水素を介して高効率発電）

純水素社会
（水素等で高効率発電）

低炭素化 脱炭素化

高効率化 純水素化

炭素循環社会
（化石燃料を大量消費）

システム

CO2排出量

エンジン、
タービンなど

削減の必要

燃料電池車
家庭用燃料電池など

少ない（大幅削減可能）

燃料電池車
純水素燃料電池

ゼロ（パリ協定対応）

水素FCV SOFC‐EV水素ｽﾃーｼｮﾝ

ｴﾈﾌｧ‐ﾑ 業務用FC 産業用FC 超高効率FC蒸気・ガスタービン

ガソリンエンジン

スマ－トシティの“キラーコンテンツ”！



展望：未来エネルギー社会（イメージ）

電力

メタン
（都市ガス）

精製

メタンメタン化
（4H2+CO2⇒CH4+2H2O）

④蓄エネネットワーク
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分散型
燃料電池

③蓄エネ
ステーション

水素

蓄エネ
電気

（効率約70％）

消費者

昇圧・蓄圧器

ゼロエミッション車

水電解
（電気で水素製造）

②水素
ステーション

水素
加圧水素

余剰
電力

（効率約90％）

太陽電池
（メガソーラー）

風力発電

都市型バイオエネ
（下水消化ガスなど）

地方型バイオエネ
（植物、木質、糞尿等）

地熱発電

水力（揚水）発電

石炭
（ガス化）

天然ガス
（シェールガス、

ハイドレート）

石油 原子力

再生可能エネルギー 化石エネルギー等

エネルギー
マネジメント

電気

蓄放電 蓄放電

ゼロエミッション車（EV） 大型蓄電池

①蓄電システム

大型燃料電池
＋ガスタービン
＋蒸気タービン
＋CO2貯留
（効率70%超）

⑤超高効率発電所

バイオエタノール

未来のエネルギーシステムは？ 26

K. Sasaki ほか（編著）, 
Hydrogen Energy Engineering: 
A Japanese perspective, 
Springer (2016).

（2016年10月6日発売
計593ページ）

（ダウンロード件数：
世界で５万回以上）

http://www.springer.com/us/book/9784431560401



エネルギー研究教育機構：“オール九⼤”のチーム対応

エネルギー研究教育機構：総長が機構長、オール九大・文理融合での
未来エネルギーへの取り組み（平成28年10月設置）

<未来社会予測とエネルギー学>
 少子高齢化，多自然災害の

わが国固有のエネルギー
安全学

 九州からのエネルギー転換
（日本へ、そして世界へ）

 国際的な社会モデルの発信

<エネルギー全体の課題解決>
 脱化石資源
 地球温暖化防止
 エネルギーの国際戦略と

国際連携
 エネルギーマネジメント
 エネルギーセキュリティ

部局の壁を取り去ったオール九大のプラットフォーム組織「機構」
「あるべき未来社会」➡個別要素研究⇔連携プロジェクト⇔学際融合
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エネルギー要素
再生可能エネルギー学

生物資源学，化石資源利用学
蓄電材料，水素利用工学，

原子力，石炭，地熱などの
個別エネルギー

等

エネルギー制御
エネルギーマネジメント
エネルギーミックス

産業・都市・生活とエネルギー
超スマート社会

人間行動スマート化
等

エネルギー社会
生活様式・行動心理
エネルギー経済

安全と安心，分散型エネルギー社会
未来社会とエネルギー

等

工学

情報学

経済学

農学

未来
エネルギー学

【学際融合】
（4）グロ－バルアライアンス
（5）未来社会シンクタンク
（6）統合エネルギー教育

理想的な未来社会検討，社会政策提言
地球規模でのエネルギービジョン構築

国際エネルギ－人材育成

（1）連携プロジェクト
「再エネ」

本格的な再エネ発電、
再エネ水素貯蔵・

利用実証

（2）連携プロジェクト
「エネマネ」
エネルギー制御

基盤技術

（3）連携プロジェクト
「未来社会」

バイオエネルギ－
エネルギ－ビジネス

健康 デザイン

理学

数学

人間環境学

法学

幹事会

会員数

事務局

顧 問

会 ⻑ 新⽇鐵住⾦(株) 代表取締役副社⻑ ⾕本 進司
副会⻑ トヨタ⾃動⾞(株) 常務理事先進技術開発カンパニー 深澤 和広

先進技術統括部部⻑
岩⾕産業(株) 常務執⾏役員 産業ガス･機器事業本部 津吉 学

⽔素本部 ⽔素ガス部⻑
JXTGエネルギー(株) 取締役常務執⾏役員 桑原 豊

新エネルギーカンパニー・プレジデント
九州⼤学⽔素エネルギー国際研究センター センター⻑ 佐々⽊ ⼀成

福岡⽔素エネルギー戦略会議 (H16.8⽉設⽴)

福岡県 知事 ⼩川 洋
九州経済産業局 局⻑ 塩⽥ 康⼀
北九州市 市⻑ 北橋 健治
福岡市 市⻑ 髙島 宗⼀郎
九州⼤学 総⻑ 久保 千春

役 員

○ 会員中核企業などで組織
○ 事業計画の⽴案及び推進

815企業・機関（平成30年9⽉1⽇現在）
(企業 659, ⼤学 118, ⾏政、研究・⽀援機関 38)

福岡県（商⼯部 新産業振興課）

全国に先駆けて設⽴した産学官連携組織

福岡県資料 28



・｢ふくおかＦＣＶクラブ｣によるFCV普及と
⽔素ステーション整備の⼀体的推進

福岡⽔素戦略（Hy-Lifeプロジェクト）

｢福岡⽔素エネルギー戦略会議｣ を中核に、市場の拡⼤と産業化に向けた
総合的な取組みを展開

・九州⼤学⽔素
先端世界フォーラム

・国際会議の開催

・福岡⽔素エネルギー
⼈材育成センター

・⽔素エネルギー製品研究
試験センター（HyTReC）
による製品開発⽀援

⽔素⼈材育成

⽔素エネルギー
新産業の
育成・集積

世界最先端の
⽔素情報拠点の

構築

市場の拡⼤

・幅広い分野での利活⽤促進
・⽔素による再⽣可能エネルギー

由来電⼒貯蔵システムの実⽤化

・地元企業の参⼊促進
- 製品開発助成事業
- FC EXPO等展⽰会への出展⽀援
- 技術アドバイザーによる⽀援

九州⼤学による世界最先端の研究開発

・福岡⽔素タウン
・北九州⽔素タウン
・⽔素ハイウェイプロジェクト
・九州⼤学スマート燃料電池社会実証

研究開発

・⽔素材料先端科学研究センター
(HYDROGENIUS)

・産総研･九⼤ ⽔素材料強度
ラボラトリ(HydroMate）

・カーボンニュートラル・エネルギー
国際研究所（I2CNER）

・次世代燃料電池産学連携研究センター(NEXT-FC)

社会実証

4
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九州内の⾃治体でも、⽔素ステーションの整備や⽔素関連の実証事業などが推進されている。

九州地域の各⾃治体における⽔素エネルギー関連の主な取組

※平成30年9⽉現在

 下⽔バイオガスから“グリーン⽔素”を製造してＦＣＶに供給す
る世界初の⽔素ステーションを平成27年3⽉に開設。

 燃料電池トラックを開発し，都⼼部における貨物輸送を⾏う
実証事業を実施（28〜30年度）。

福岡市

 商⽤ステーションの整備を⽀援（2億5千万円）。
 「⽔素・燃料電池関連産業創出事業」を実施。
 研究機関等と県内企業による個別分野の研究会を実施。
 九州全体の電⼒需給バランスを考慮した「電⼒貯蔵⼿段と
しての⽔素」についても研究。

佐賀県

 ⻑崎県⽔素エネルギー研究会の設置。
 平成28年3⽉に「⻑崎県⽔素戦略」を策定。
 下⽔汚泥からの⽔素⽣成に係る事業可能性調査等を
実施。

⻑崎県

 平成27年3⽉に「熊本県燃料電池⾃動⾞普及促進計画」を策
定。

 平成27年10⽉にＦＣＶ及び⽔素ステーションの導⼊機運の醸成
等を図る官⺠合同組織「くまもとＦＣＶプロモ・ミーティング」を設⽴。

 平成28年5⽉に太陽光発電等の電⼒を活⽤したスマート⽔素ス
テーションを県庁内に整備。

熊本県

⿅児島県
 ⽔素エネルギーの普及促進を図るため、平成28年３⽉に「⽔素
社会を⾒据えた取組⽅針」を策定。

 平成30年度、⿅児島県⽔素エネルギー利活⽤促進協議会を
設置し、⽔素エネルギー利活⽤調査を実施中。

福岡県
 ＦＣＶの普及促進のため、県公⽤⾞への率先導⼊、全国初となるタクシー５台へ
の導⼊⽀援、県公⽤⾞を活⽤して展⽰や試乗会を⾏う「ふくおかＦＣＶキャラバン」
を実施。

 ⽔素ステーションの整備促進のため、候補地の紹介から地権者との交渉まで⼀貫し
たサポート、県独⾃の補助⾦や特区の税制優遇による⽀援を実施。⻄⽇本初とな
る県庁敷地内のステーションも開設。

 企業の⽔素製品開発の⽀援等を実施。
北九州市
 燃料電池⾃動⾞（ＦＣＶ）の普及促進のため 、市内法⼈を対象にＦＣ
Ｖ導⼊助成を実施。また、公⽤⾞としてFCVを追加導⼊。

 「スマート⽔素ステーション＋太陽光・⾵⼒発電」によるＣＯ２フリーの⽔素製
造実証

 「⽔素」を含めた低炭素・安定・安価なエネルギー供給のためのエネルギーマネ
ジメント実⽤化の調査・検討・仕組みづくりを実施。

 ⽔素社会創造の⽅向性を⽰すとともに、取組の考え⽅を明らかにする「北九州
市⽔素社会ビジョン」を平成29年3⽉に策定。

 平成30年7⽉に「北九州⽔素タウン」を再始動し、実証やPRを実施中。

⼤分県
 ⼤分県エネルギー産業企業会に⽔素ワーキンググループを
設置し、県内企業の研究開発等を⽀援。

 ⼤分市では⽔素利活⽤計画を平成29年9⽉に策定。協
議会において、⽔素利活⽤策について官⺠共同で継続的
に検討。

宮崎県
 中⻑期的な視点からエネルギーの地産地消を⽬指すため、
⽔素エネルギー等の利活⽤の⽅向性の検討や⽔素エネル
ギーの普及促進策（ＦＣＶ等）の検討。

 産学官で構成する研究会を設置し、セミナー等を開催。
 平成30年1⽉に「みやざき⽔素スマートコミュニティ構想」を
策定。
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